


































































































































































































































































































































































費対する国庫負担は従来 8/10であったものが， 1985年から 7/10に， 1986年からは 1/2
となり，その後恒久化された。社会福祉施設措置費の国庫負担金予算の推移を分析した武田宏
氏によれば(表 1) (21)，措置費国庫負担金が削減される以前の水準に拡幅するのは 1992年であ
り， 削減された分の地方自治体への財政転嫁の額は 93年度で 5千億円をこえている。 これに
よれば，国庫負率が 8/10であった場合の推計と比べて，国の負担ーは 192年度で 63%の負
担にとどまっている。確かに，措置費予算の伸びは抑制されており， しかも，地方財政の負担
は増大している。それは直接的には大幅な国庫負担削減によるものである。しかし， こうした
表 l 社会福祉施設措置費(国予算・当初)推移 (単位百万円)
保護施設 老人福祉 身障者 児童 (入所) (保育所) 精神 婦人保護 合計施設 措置費 薄弱者
70 1.814 16，726 2，359 63，301 24，981 38，320 3，394 379 87，973 
75 6，789 7，117 12，282 238，605 78，993 159，613 2，149 982 357，924 
80 13，249 17，265 29，786 406，430 120，406 286，024 57，747 1.662 686.139 
(00) (100) (00) (00) (100) (100) (100) (100) (00) 
81 13，851 197，795 34，855 411.260 121.835 
盛27込9，盤78E4 
67，840 1.719 727，321 
82 15，348 223，231 39，520 415，691 135，960 76，828 
以1.7主4主8 
772，383 
83 15，629 235，792 41.708 
盆41担7，4旦03 
143，966 275，486 82，812 797.141 国庫負担率 国庫負担
84 15，748 245，506 43，987 1〔4162，15.987) 270，806 91.541 1.712 815，897 8/10の場 金削減額
(118.9) (138.5) (147.7) (102.7) (94.7) (158.5) (103.0) (118.9) 合の推計
85 14，836 227，17 41.410 375，998 132.135 243，683 87，925 1.565 748，852 855，831 106，979 
86 
正16必，2023 
171.276 31.10 282，337 97，078 185，259 68，481 1.152 570.161 905，032 334，871 
87 187，054 31.904 289，547 10.104 189.442 72，537 1.178 598，422 950，069 351.646 
8 16，791 194，075 3，659 294，849 10，714 194.135 78，540 1.209 619，12 982，919 363，797 
(126.7) 009.5) 013.0) (72.5) (83.6) (67.9) 036.0) (72.7) (90.2) (143.3) 
89 18，890 208，486 36.160 306，944 104，512 202.432 85，999 1.221 657，699 1.042，244 384，545 
90 19，955 224，434 39，022 317，317 106，140 211.17 19164，29752 4 1.285 
698，284 1.106，612 408，328 
91 21.462 245，501 42，647 341.146 11.689 229.457 1.359 767，068 1.215，862 448，795 
92 23，622 
z29ι6，辺4424 笠5lA，2盟91 
366.185 116，671 249，513 135，161 1.448 
鐙90ι2，坐60E5 
1.348，006 497，651 
93 24，731 381.852 119，482 262，370 146，784 1.503 1.430，978 528，373 
086.7) (167.2) (172.2) (94.0) (9.2) (91.7) (254.2) (90.5) (131.5) (208.6) 
(注) I保護施設」は「保護施設事費j，老人福祉施設は「老人福祉施設保護費負折金j，I障害者施設」は「更生援護施設事務費負IR.金j，
「精神薄弱者施設」は「精神薄弱者援護措置費j，I婦人保護施設jは「婦人保護費」によっている。
また表中のカッコ内の数千は， 1980年度を 10.0とLた指数である。なお， 老人福祉施設には， 軽費老人ホ ムへの補助金も合め
て計上されている年もある。
「国の予算j(各年版)より作成。
(出所)武田宏「高齢者介護福祉システムと財源 措置・措置費制度の意義と課題 j (r週刊社会保障JNo. 1823， 195年1月23日号)24頁。
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「新たな高齢者介護システムの確立J cr中間報告J) を目指すとするならば， 中央・地五の財
政構造の抜本的見直しと転換を議論の姐上に乗せなければならない。こうした視点を捨象した
『研究会報告』は. I現在の臨調行革型政治路線の一般会計の予算配分を絶対のものとして議論





















































要 -配食・栄養管理サービス 払 九一一一










O 住宅改造費助成サービス(償還払い) 金 村
齢
(施設給付) 指定老人
匡正者 原則として契約による ①生活型 (A型←特別養護老人ホーム)大 保健福祉
②療養型 (B型←介護力強化型老人病院)貴 施設
















































(出所)r診療研究』第 306号. 1995年 6月号. 6頁。
図 2 特別養護老人ホーム利用料の変化想定図(月額)




現 行 の 介護保険の利用料 増加率
同数 利用料 給付外 負担金 辺Eコ、 百十 (%) 
老人病棟入院医療管理 30日間 400.000 45.000 64.420 3，560 97.980 217.7 
診療所老人医療管理 2週間 168.000 21.000 29，260 13，870 43.130 205.4 
老人在宅総合診療等 週 1日 100.000 1.010 10，000 10.000 990.1 
老人保健施 設 30日間 330.570 60.920 60，920 26，970 87.890 14.3 
訪問看護ステーション 選 3日 97.10 3.00 9，710 9.710 323.7 
ホームヘルプサービス 週 3同 85.380 8.540 8.540 8.540 。
デイサービス 週 2回 58.340 5，830 5.830 。
シ ョ ー ト ステイ 2週間 85.120 29，260 29，260 5，590 34.850 19.1 
特別養護老人ホーム 30日間 286.320 38，350 64.420 2，190 86.610 225.8 
ケアハウ ス 30日間 11.940 24.40 43.240 6.870 50.110 205.4 
注l.介護保険の利用料のうち. 1給付外」は生活費相当分. 1負担金」は「一部負担金」を示す。一部負担金は定率l割と
L，次の式で算定した。 (1基準額等J- 1給付外J)x 1割

















(出所)r診療研究』第 306広 195年6月号. 4頁。
サービスの格差が生まれることになる。高齢期の介護サービスにおける階層格差が発生する。
結 局 ， 十 分 な介護を受けたければ公的介護保険だけではなく，貯蓄することと民間保険に加
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入することで自己防衛しなければならなくなる。この点で公的介護保険構想は社会保険と民間


































( 2 ) 保育における措置制度見直しと保育運動の動向については， 全国保育団体連絡会・保育研究所編
『保育白書 1995年版』草土文化， 1995年を参照。また措置制度については斎藤浩編『民間福祉への
行政責任を問う』大阪福祉事業財団， 1987年を参照。
(3 ) 成瀬龍夫「福祉補助金の仕組みと研究の課題J(成瀬，小沢修司，武田 宏，山本隆『福祉改
革と福祉補助金」ミネルヴァ書房， 1989年)， 16頁。
( 4) 西岡幸泰「転換期の医療保障政策JC朝倉新太郎，野村 拓，儀我壮一郎，西岡，日野秀逸編
『講座日本の保健医療2 現代日本の医療保障』労働旬報社， 1991年)， 48頁。
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( 9 ) 小川政亮『社会事業法制第 4版」ミネルウ'ァ書房， 1992年， 342頁。
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1991年)， 264 ~ 265頁。
(6) ここでの福祉施設整備の問題点については，成瀬龍夫「福祉補助金と民間施設経営Jcr福祉改革
と福祉補助金.1(前掲))， 108 ~ 109頁を参照。
(17) 宮崎牧子「増大する特別養護老人ホーム入所申請待機者の問題J(r社会福祉』日本女子大学社会
福祉学科，第 35号， 1994年)。
(8) 田村和之「措置制度批判・改革論の問題点J(r保育情報』保育研究所，第 208号， 1994年)， 3頁。
(9) 矢部広明「低所得層を狙い撃ちした老人ホーム費用徴収制度の改定(上)J (r賃金と社会保障』




障』第 1823号， 1995年 1月)。
(2) 村田隆一『地域福祉の構想、」筒井書房， 1995年， 240頁。
(23) 岡本祐三 121世紀の介護システムをめざしてJ(r社会保険旬報』第 1860号， 1995年)， 26頁。
















(3D 合田 寛『検証日本の金融政策』大月書庖， 195年， 246頁。
0995年 10月 1日脱稿。これ以後， 196年2月の法案提出をめざして厚生省サイドでは急ピッチで検
討作業が進められることが予測されるので， 本論集が発行されるころには公的介護保険構想、はさらに具
体化されているかもしれない。しかし，それによって本論文の主張は変わるものではなL、。)
(おかさき ゅうじ/社会学部社会福祉学科)
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